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特定港湾施設整備事業とは

■港湾整備のしくみ

■「特定港湾施設整備事業」の特色

港湾機能施設整備事業 臨海部土地造成事業

ふ頭用地
都市再開発等用地

工 業 用 地

荷役機械

上屋
引船

業務ビル

工場

岸
壁

防
波
堤

港湾整備事業（港湾法） 特定港湾施設整備事業（港湾整備促進法）

国土交通大臣は、特定港湾施設整備事業について、会計年度ごとに、交通政策審議会
の議を経て、その基本計画を定め、内閣の承認を求めなければならない。

－１－

公共港湾整備

港湾整備事業（外郭施設、水域施設、係留施設）

起債事業

特定港湾施設整備事業
（港湾整備促進法）

港湾機能施設整備事業
（上屋、荷役機械、ふ頭用地）

臨海部土地造成事業
（※都市再開発等用地、工業用地）

その他の起債事業
(一部の地方港湾、等）

地方単独事業（小規模な公共施設）

１．「基本計画」の策定 （法第三条第一項）

２．資金の融通（法第五条）

政府は、港湾管理者が第三条第一項の規定による内閣の承認があつた整備計画（特定港
湾施設整備事業基本計画）に基づいて特定港湾施設整備事業を行う場合には、港湾管理者
に対し、当該事業に要する費用の全部又は一部に充てるため、財政融資資金を、その資金
の運用の可能な範囲内において、融通するように努めなければならない。

※都市再開発等用地とは、都市機能や
物流機能等の増進に資する用地

航路・泊地
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●港湾機能施設整備事業

●地方公営企業債（全体）
（上・水道事業、交通事
業、電気・ガス事業、
地域開発事業 病院事業 他）

「特定港湾施設整備事業基本計画」 について

■基本計画策定までの流れ

■政府資金（財政融資資金）について

－２－

（７月下旬 閣議予定）

⑨政
府
資
金
（
財
政
融
資
資
金
）
の
配
分

⑩同意、資金の融通

③諮問④答申⑤請議⑥承認

⑦
基
本
計
画
の
通
知⑧起債の協議

⑦資金の融通
のあっ旋

閣 議

②特 定 港 湾 施 設 整 備 事 業
基本計画の作成（国土交通省）

港 湾 管 理 者

総 務 省

財 務 省

①
計
画
資
料
の
提
出

交通政策審議会

（概 要） 財政投融資計画において、地方公共団体に充てられる資金
総務省は「基本計画」を受け、政府資金の配分を決定

（償還期限） 政府資金では長期償還（20年）が中心
（金 利） 政策的必要性に基づき、利ざやを取らずに貸付け

※ 現時点での金利は、償還期限20年固定金利で2.0％

（当初予算ベース）



674
625 598 632

551

307

334
395

2,018

1,818

1,420

862

720

343

225 212

6,387

6,016

5,272

5,031
4,745

4,330

4,015 3,864

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

基
 本
 計
 画
 額
  
（
億
円
）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

（
参
考
）
港
湾
整
備
事
業
　
（
億
円
）

神戸空港、中

部空港の埋立

事業の収束

港湾機能施設整備事業

臨海部土地造成事業

参考：港湾整備事業

平成19年度特定港湾施設整備事業
基 本 計 画 (案) の 概 要

平成19年度 基本計画額（事業費） ６０７億円 （対前年度 １．09）

■事業の規模

平成18年度計画 平成19年度計画

事業費 事業費

前年

度比
備 考区 分

数 量 数 量

港湾機能施設整備事業 334 395 1.18

上屋 11棟 8 21棟 15 1.88

1.74

ふ頭用地 7８ha 287 85ha 311 1.08 H18(63港)→H19(56港)

皆増

0.94

0.95

0.63

1.09

H18(6港)→H19(9港)

荷役機械 16基 39 24基 68 H18(10港)→H19(15港)

貯木場 － － 1箇所 1

臨海部土地造成事業 225 212

都市再開発等用地 6６ha 217 55ha 207 H18(26港)→H19(23港)

工業用地 4ha 8 4ha ５ H18(4港)→H19(4港)

合 計 559 607

H19年度 基 本 計 画 額（案） （単位：億円）

基 本 計 画 額 の 推 移

－３－

（内訳）

・港湾機能施設整備事業 ３９５億円 （対前年度 １．18）

・臨海部土地造成事業 ２１２億円 （対前年度 ０．94）

（港湾整備事業と連動し、全体として縮小傾向）



国際競争力の強化、地域の活性化・都市再生の「活力」施策への重点投資

事業費 ５７６億円 （全体額の９５％）

■事業分野

基 本 計 画
重 点 事 項

事業費 シェア

国際競争力の強化

活力

安全

環境

暮し

地域の活性化・都市再生

576 94.9%

物流基盤の整備

（上屋、荷役機械、ふ頭用
地、都市再開発等用地、工
業用地）

安全・安心の確保 １０ 1.6%
荷役機械の耐震強化

港湾保安対策（ふ頭用地）

３ 0.5% アスベスト対策（上屋）

柔軟で豊かな社会の実現
18 3.0% 旅客船ターミナル(ふ頭用地)

主な事業内容

（単位：億円）

北港南地区 ３７億円

【ふ頭用地、都市再開発等用地】

（Ｈ２０完了見込み）

■主な事業箇所

名古屋港 国際海上コンテナターミナル

－４－

○スーパー中枢港湾プロジェクトの推進

大阪港 国際海上コンテナターミナル

ふ頭用地

岸壁(-16m)
（平成20年度完成予定）

岸壁(-16m)
（平成20年度完成予定）

ふ頭用地

物流用地造成
中

飛島地区 0.3億円

【ふ頭用地（載荷盛土の撤去）】

（Ｈ１９完了）

－４－



物流用地
造成中

ふ頭用地

岸壁(-9.0m)
（平成20年度完成予定）

岸壁(-13m)
（平成20年秋完成予定）

博多港 国際海上コンテナターミナル

ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ
の新設

ふ頭用地

岸壁(-15m)
（平成20年春完成予定）

物流用地造成中

○中枢・中核国際港湾の整備

金沢港 多目的国際ターミナル

常陸那珂港 複合一貫輸送ターミナル

－５－

○多目的国際ターミナルの整備 等

アイランドシティ地区 ８１億円

【ふ頭用地、荷役機械、都市再開発等用地】

（Ｈ２２完了見込み）

中央埠頭地区 ３４億円

【ふ頭用地、都市再開発等用地】

（Ｈ２１完了見込み）

大野地区 ２．０億円

【ふ頭用地（地盤改良）】

（Ｈ２０完了見込み）

外貿コンテナ貨物の増加に伴うコ
ンテナターミナルの拡張

ＲＯＲＯ船対応のターミナルの整
備

建設機械メーカー工場の新規立地
（H1９．１）に対応した海外輸出
基地の整備

ふ
頭
用
地

工
場立

地
済

徳山下松港 多目的国際ターミナル

岸壁(-14m)
（供用中）

ふ頭用地 売却予定

晴海地区 １．８億円

【ふ頭用地（地盤改良）】

（Ｈ２３完了見込み）

背後の化学工場における自家発電
プラントの増設（H23）に合わせ
た燃料輸入基地の整備
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